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改正宅建業法で 

不動産業界はＤＸ化が進むか 

 

 
 ５月に改正宅建業法（宅地建物取引業法施
行規則）が施行され、不動産取引の電子化が
進むのではないかと期待されています。コロナ
禍以降、多くの企業でＤＸ化が進み、印鑑の
捺印が不要になるケースが増えました。 
 
 ただ、不動産については、たとえばアパート
を賃貸で借りるならば、顧客はアパートを内見
し、不動産会社の事務所で契約書に署名捺
印してはじめて住むことができます。さまざま
な業種の中でも、不動産業界はＤＸ化が遅れ
ていると言われてきました。 
 
 遅れの理由は重要事項説明書がひとつとし
て挙げられます。重要事項説明書とは法で定
められた事項について、これらを記載した書
面を交付して説明をするというものです。そも
そも、宅地建物の取引は権利関係などが複雑
であり、専門知識を要するものが多数あります。
その中、一般の買主は知識や経験が乏しい
ため思わぬ損害を被ることが過去には幾度と
なくありました。こうしたトラブルを防ぐため、物
件に関して、法令による利用上の制限、契約
の解除に関する事項、損害賠償額や違約金
に関する事項ほか、飲用水・電気及びガスの
供給、排水のための施設の整備状況といった
ことまで、法で定められた事項について、有資
格者（宅地建物取引士）が顧客に説明するこ
とが法で定められています。 
 
 2021 年、重要事項の説明行為は対面でなく、
オンラインで行ってもよいと法整備が進みまし
た。ただ、重要事項説明書や契約書など、不
動産関連の書類は電子化が認められず、顧
客は不動産会社に足を運び署名捺印しなけ
ればなりませんでした。 
 

 今回の改正で、不動産関連の電子契約書が全面
解禁されます。不動産大手企業がけん引し、ＤＸ化は
進みつつあります。今後、中堅や零細の不動産会社
までＤＸ化の波が及ぶか。注目したいところです。 
 
 ５月に改正宅建業法（宅地建物取引業法施行規
則）が施行され、不動産取引の電子化が進みます。
従来、重要事項の説明は対面で行うことが義務付け
られていましたが、2021 年には、オンラインで行うこと
が認められました。今回の改正では、さらに重要事項
説明書の電子化も可能になります。ほか、契約書など、
不動産取引に関する電子契約書が全面解禁されま
す。 
 ＤＸ化が進み、契約書などの書類が電子化されると、
これまで顧客は不動産会社などに出向き複数の書類
に署名や捺印をしなければならなかったのですが、こ
の手間が軽減されます。 
 
 ここでポイントとなるのが電子印鑑です。現在、対面
で実際の書類に署名捺印、本人確認を行っています
が、改ざんされることなく本人の意思でサインを行う必
要が出てきます。不動産会社の中には、ＩＴ企業と業
務提携し電子署名の機能を活用するところが増えて
います。たとえば、マイナンバーを利用して実印相当
の本人確認ができる機能や、電子署名ができる機能
がすでに開発されています。 
 電子化は顧客の手間だけでなく、不動産会社にも
契約業務の効率化や書類保管業務の削減という  
メリットにつながります。また、書類の郵送や出張に 
かかる費用の抑制も可能になります。 
 
 不動産の関連書類の電子化の効果は大きいと考え
られています。というのも、分譲マンションや戸建ての
場合、契約書以外にも様々な書類が発生します。 
ある大手不動産会社の場合、契約から入居までの 
顧客に渡す関係書類は約 1,000 枚にものぼります。
書類の電子化により、年 360 万枚の紙を削減できる
見込みといいます。加えて、売買契約書の印紙代に
ついては顧客の負担を含むと年に１億円以上のコス
ト削減につながります。さらに、書類情報のシステム
入力や照合作業が減ることで、契約業務時間も年  
３万時間短くなる見通しだといいます。 
 
 

 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                


